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１ 法人の長によるメッセージ  

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST：Japan Science and Technology Agency）は、科

学技術基本計画を実施する中核的機関として、我が国の科学技術・イノベーション政策の目標

の実現に貢献することを使命としています。国立研究開発法人の第一目的である「研究開発成

果の最大化」に向け、組織の枠を超えた時限付で最適な研究開発推進体制を構築するネットワ

ーク型研究所としての特長を最大限生かし、先見性と戦略性、多様性と柔軟性に満ちた事業運

営を実施しています。  

令和３年度で最終年度を迎えた第４期中長期計画（平成29年から令和３年度までの５年間）

においては、機構の総合力を発揮させ、研究開発やその展開など多くの成果を創出し、我が国

の研究開発成果の最大化に貢献してきました。その中でも、第４期中長期計画においては、国

の施策である複数の大型事業を、組織を挙げて迅速に対応・推進いたしました。平成30年度に

は、我が国初の破壊的イノベーションの創出を目指し、従来技術の延長にない、より大胆な発

想に基づく挑戦的な研究開発を推進する「ムーンショット型研究開発事業」を創設いたしまし

た。また、令和元年度には、特定の課題や短期目標を設定せず、多様性と融合によって破壊的

イノベーションにつながるシーズの創出を目指し、これまでにはない長期的な支援制度として

「創発的研究支援事業」を創設し、その翌年度には博士後期課程学生による挑戦的・融合的な

研究を推進する「次世代研究者挑戦的研究プログラム」を立ち上げました。 

令和３年度は、我が国として確保すべき先端的な重要技術に係る研究開発を推進する「経済

安全保障重要技術育成プログラム」を創設し、研究開発推進体制の整備を行いました。また、

世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設に向けて、令和２年度から令和３

年度にかけて機構内の体制を適切に構築したことで、令和４年３月に大学ファンドを創設し、

運用を開始いたしました。 

このように毎年度、機構に新たな大型事業が創設されているところ、関係府省や国内外の大

学・研究機関・産業界等と連携しつつ、対応方針の迅速な決定や人員をはじめとする経営資源

の重点的な配分を実施したことで、これらの事業の格段の進捗につなげ、我が国の研究開発成

果の最大化に貢献してきました。 

 

我が国における科学技術・イノベーションへの期待の高まりを受け、国における機構の役割

や業務はますます増大しています。今後とも、科学技術・イノベーションの創出に果敢に挑戦

し、社会の期待に応えていきたいと考えておりますので、国民の皆さまのご理解とご支援をよ

ろしくお願いいたします。 
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２ 法人の目的、業務内容  

（１）法人の目的（国立研究開発法人科学技術振興機構法 第４条） 

国立研究開発法人科学技術振興機構(以下「機構」という。)は、新技術の創出に資すること

となる科学技術に関する基礎研究、基盤的研究開発、新技術の企業化開発等の業務、国立大学

法人(国立大学法人法(平成 15 年法律第 112 号)第２条第１項に規定する国立大学法人をいう。

第23条第５号において同じ。)から寄託された資金の運用の業務、大学に対する研究環境の整

備充実等に関する助成の業務及び我が国における科学技術情報に関する中枢的機関としての

科学技術情報の流通に関する業務その他の科学技術の振興のための基盤の整備に関する業務

を総合的に行うことにより、科学技術の振興を図ることを目的としています。 

 

（２）業務内容（国立研究開発法人科学技術振興機構法第23条） 

機構は、同法第４条の目的を達成するため、次の業務を行います。 

① 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行う

こと。 

② 企業化が著しく困難な新技術について企業等に委託して企業化開発を行うこと。 

③ 前２号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

④ 新技術の企業化開発について企業等にあっせんすること。 

⑤ 国立大学法人から寄託された業務上の余裕金(第 26 条及び第 42 条第３号において「国立

大学寄託金」という。)の運用を行うこと。  

⑥ 大学に対し、国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の整備充実並びに優秀な若年の

研究者の育成及び活躍の推進に資する活動に関する助成を行うこと。 

⑦ 内外の科学技術情報を収集し、整理し、保管し、提供し、及び閲覧させること。 

⑧ 科学技術に関する研究開発に係る交流に関し、次に掲げる業務(大学における研究に係る

ものを除く。）を行うこと。 

イ）研究集会の開催、外国の研究者のための宿舎の設置及び運営その他の研究者の交流を

促進するための業務 

ロ）科学技術に関する研究開発を共同して行うこと(営利を目的とする団体が他の営利を目

的とする団体との間で行う場合を除く。）についてあっせんする業務 

⑨ 前2号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環境の整備に関し、

必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供すること(大学における研究

に係るものを除く。）。 

⑩ 科学技術に関し、知識を普及し、並びに国民の関心及び理解を増進すること。 

⑪ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律(平成 20 年法律第 63 号)第 34 条の

６第１項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定めるものを行うこと。 

⑫ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３ 政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション）  

第5期科学技術基本計画（平成28年１月22日閣議決定）においては、①持続的な成長と地

域社会の自律的な発展、②国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現、③地

球規模課題への対応と世界の発展への貢献、④知の資産の持続的創出、という４つの「目指す

べき国の姿」の実現に向け、政策を推進するとされています。また、これら「目指すべき国の

姿」の実現に向け、科学技術イノベーション政策を推進するに当たり、先を見通し戦略的に手

を打っていく力（先見性と戦略性）と、どのような変化においても的確に対応していく力（多

様性と柔軟性）の両面を重視して政策を推進し、「世界で最もイノベーションに適した国」とな

るよう導くとされており、この考えの下、ⅰ）未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値

創出の取組、ⅱ）経済・社会的課題への対応、ⅲ）科学技術イノベーションの基盤的な力の強

化、ⅳ）イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環システムの構築、の４本柱を強

力に推進していくとされています。また、これら４本柱を効果的・効率的に進めていく上で、

「科学技術イノベーションと社会との関係深化」や「科学技術イノベーションの推進機能の強

化」が不可欠とされています。 

機構は、研究開発戦略立案機能や科学技術情報基盤を自ら有しながら、国立研究開発法人や

大学、企業等とのパートナーシップに基づく組織の枠を超えた時限付で最適な研究開発推進体

制を構築するネットワーク型研究所としての特長を最大限生かし、先見性と戦略性、多様性と

柔軟性に満ちた事業運営を行うことで、第５期科学技術基本計画を効果的・効率的に推進し、

本中長期目標期間においても、引き続き科学技術基本計画を実施する中核的機関として、我が

国の科学技術イノベーション政策の実現に貢献していきます。また、科学技術基本計画に定め

た中長期的な政策の方向性の下、毎年の状況変化を踏まえその年度に重きを置くべき取組等が

示される科学技術イノベーション総合戦略についても適切に対応していきます。 
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４ 中長期目標  

（１）中長期目標の期間 

中長期目標の期間は、平成 29 年（2017 年）４月１日から令和 ４ 年（2022 年）３月 31

日までの ５年間です。 

 

（２）研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

機構は、未来を共創する研究開発戦略の立案・提言、知の創造と経済・社会的価値への転換、

未来共創の推進と未来を創る人材の育成、世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファン

ドの創設に総合的に取り組み、我が国全体の研究開発成果の最大化を目指しています。  

事業を推進するに当たっては、機構の多様性・総合力を発揮するため、事業間の連携を強化

しています。  

評価に当たっては、中長期目標の別添の評価軸及び関連指標等を基本として評価しています。 

① 未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 

大変革時代において、科学技術の振興を通じて、我が国が将来にわたり競争力を維持・

強化し、国際社会の持続発展に貢献していくため、先行きの見通しが立ちにくい中にあっ

ても国内外の潮流を見定め、社会との対話・協働や客観データの分析を通じ、科学への期

待や解決すべき社会的課題を可視化して、先見性のある研究開発戦略を立案・提言します。 

② 知の創造と経済・社会的価値への転換  

ネットワーク型研究所としての特長を生かし、変容する社会に対応し、イノベーション

につながる独創的・挑戦的な研究開発を主体的に推進することで、未来の産業構造と社会

変革に向けた新たな価値の創出と経済・社会的課題への対応を行います。 

③ 未来共創の推進と未来を創る人材の育成 

未来社会の共創に向けて、国内外の様々なステークホルダーの双方向での対話・協働を

促すとともに、対話・協働の成果を活用し、研究開発戦略の立案・提言や研究開発の推進

等に反映します。また、次世代人材の育成や科学技術イノベーションの創出に果敢に挑む

多様な人材の育成を行う。これらにより、持続的な科学技術イノベーションの創出へ貢献

します。 

④世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設 

資金運用益の活用により国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の整備充実並び

に優秀な若年の研究者の育成及び活躍の推進に資する活動等を通じて、我が国のイノベー

ション・エコシステム（注）の構築を目指し、大学ファンドの創設に向けた取組を進めま

す。 

注 生態系システムのように、それぞれのプレーヤーが相互に関与して、自律的にイノ

ベーション創出を加速するシステム。 

 

詳細につきましては、第４期中長期目標をご覧ください。 

中長期目標・中長期計画・年度計画（ https://www.jst.go.jp/all/about/jigyou.html ） 
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（３）一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報 

機構は、中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を

開示しています。具体的な区分名は以下のとおりです。 

①未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 

②知の創造と経済・社会的価値への転換 

③未来共創の推進と未来を創る人材の育成 

④世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設  
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５ 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等  

（１）法人の長の理念 

急速に変容する社会に対応し、日本にイノベーションをもたらす新たな潮流の起点となる独

創的なネットワーク型研究所としての機能を確立すべく、組織改革のためのイニシアティブ

「濵口プラン」を平成28年４月に策定し、変革に挑戦しました。 

 

【濵口プラン】 

国内外の大学・研究機関・産業界等との緊密なパートナーシップを深め、社会の持続的な発

展に貢献するため、新たな飛躍に向けた改革を断行します。 

①  独創的な研究開発に挑戦するネットワーク型研究所の確立 

変容する社会に対応し、イノベーションにつながる新たな潮流を生み出す独創的なネット

ワーク型研究所として、ハイリスクな課題に失敗を恐れず取り組みます。 

② 未来を共創する研究開発戦略の立案・提案 

社会との対話・協働や客観データの分析を通じ、科学への期待や解決すべき社会的課題を

「見える化」して、先見性に満ちた研究開発戦略を立案・提言します。 

③ 未来を創る人材の育成 

科学技術イノベーションの創出に果敢に挑む多様な人材を育成します。 

④ 地域創生への貢献 

地域の特色に根ざしたイノベーション・エコシステムを構築し、自律的で持続的な地域社

会の発展に貢献します。 

⑤ JSTの多様性・総合力を活かした事業運営 

JSTの持つ多様性と総合力を活かし、一丸となって効果的・効率的に事業を展開します。 

 

さらに策定した【濵口プラン】の下、さらなる機能強化を図るため、【濵口プラン・アクショ

ンアイテム】を平成31年４月に策定し、以下の取り組みを推進しました。 

① 組織としての目利き力（＝調査・分析能力）の強化 

② ネットワーク型研究所にふさわしい研究開発マネジメントの強化 

③ イノベーションを生み出すためのダイバーシティの強化、世界とのネットワークの構築の

加速 

④ タイムリーなELSIへの対応 

⑤ 研究者とともに価値を創るイノベーション人材の育成 

⑥ 地方創生のためのイノベーションの推進 

⑦ 事業運営の品質向上、コンプライアンスの推進、組織の総合力の発揮 

 

詳細につきましては、濵口プラン及び濵口プラン・アクションアイテムをご覧ください。 

濵口プラン（https://www.jst.go.jp/pdf/hamaguchi_plan.pdf） 

  



- 7 - 
 

６ 中長期計画及び年度計画  

第4期中長期計画（平成29年４月～令和４年３月）及び令和３年度年度計画において、一定

の事業等のまとまりに対して機構の各事業及びプログラムを以下のとおり位置付けています。 

詳細につきましては、第４期中長期計画及び令和３年度年度計画をご覧ください。 

中長期目標・中長期計画・年度計画（ https://www.jst.go.jp/all/about/jigyou.html ） 

 

I. 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

１．未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 

様々なステークホルダーによる対話・協働、すなわち共創を推進し、エビデンスに基づいた先見

性のある研究開発戦略・シナリオを立案・提言し、機構の研究開発方針策定及び我が国全体の研

究開発戦略へ貢献する。 

１．１．先見性のある研究開発戦略の立案・提言 

・研究開発戦略の提案 
・研究開発戦略センター事業 

・アジア・太平洋総合研究センター事業 

・社会シナリオ・戦略の提案 ・低炭素社会実現のための社会シナリオ研究事業 

２．知の創造と経済・社会的価値への転換 

文部科学省が示す全体戦略の下、ネットワーク型研究所として主体的に研究開発を推進する。

また、科学技術の社会実装や知的財産活動の支援、国際共創、情報基盤の強化等を行う。 

２．１．未来の産業創造と社会変革に向けた研究開発の推進 

・未来社会に向けたハイインパク

トな研究開発の推進 
・未来社会創造事業 

・戦略的な研究開発の推進 

・戦略的創造研究推進事業  

新技術シーズ創出 

先端的低炭素化技術開発 

社会技術研究開発 

・産学が連携した研究開発成果の

展開 

・研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム 

・先端計測分析技術・機器開発プログラム 

２．２．人材、知、資金の好循環システムの構築 

・共創の「場」の形成支援 

・研究成果展開事業 

センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム 

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム

（OPERA) 

共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT） 

・企業化開発・ベンチャー支援・

出資 

・研究成果展開事業  

研究成果最適展開支援プログラム 

大学発新産業創出プログラム（START） 

・産学共同実用化開発事業（NexTEP） 

・出資型新事業創出支援プログラム（SUCCESS） 
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・知的財産の活用支援 ・知財活用支援事業 

２．３．国境を越えて人・組織の協働を促す国際共同研究・国際交流・科学技術外交の推進 

・地球規模課題対応国際科学技術

協力、戦略的国際共同研究及び持

続可能開発目標達成支援 

・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム 

・戦略的国際共同研究プログラム 

・持続可能開発目標達成支援事業 

・国際科学技術協力基盤整備事業 

・外国人研究者宿舎 ・国際科学技術協力基盤整備事業 

・海外との青少年交流の促進 ・国際青少年サイエンス交流事業 

２．４．情報基盤の強化 

・科学技術情報の流通・連携・活

用の促進  

・科学技術情報連携・流通促進事業 

・科学技術文献情報提供事業 

・ライフサイエンスデータベース

統合の推進 
・ライフサイエンスデータベース統合推進事業 

２．５．革新的新技術研究開発の推進 

（平成30年度に終了） 

２．６．ムーンショット型研究開発の推進 

 ・ムーンショット型研究開発事業 

２．７．創発的研究の推進 

創発的研究支援の推進 ・創発的研究支援事業 

博士後期課程学生による挑戦的・融合的

な研究音推進（処遇確保の支援を含む） 
・次世代研究者挑戦的研究プログラム 

２．８．経済安全保障の観点からの先端的な重要技術に係る研究開発の推進 

 ・経済安全保障重要技術育成プログラム 

３．未来共創の推進と未来を創る人材の育成 

未来社会の共創に向けた様々なステークホルダーによる対話・協働を促し、対話・協働の成果を

戦略立案や研究開発に反映する。また、次世代人材の育成や科学技術イノベーションの創出に

果敢に挑む多様な人材の育成を行う。これらにより、持続的な科学技術イノベーションの創出

に貢献する。 

３．１．未来の共創に向けた社会との対話・協働の深化 

 ・未来共創推進事業 

３．２．未来を創る次世代イノベーション人材の重点的育成 

 

・次世代人材育成事業  

スーパーサイエンスハイスクール支援 

科学技術コンテストの推進 

大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整 

備支援 

３．３．イノベーションの創出に資する人材の育成 

・科学技術イノベーションに関与

する人材の支援 
・研究人材キャリア情報活用支援事業 

・プログラム・マネージャーの育 ・プログラム・マネージャー（PM）の育成・活躍推進プログ
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成 ラム 

・公正な研究活動の推進 ・研究公正推進事業 

４.世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設 

資金運用益の活用により国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の整備充実並びに優秀な

若年の研究者の育成及び活躍の推進に資する活動等を通じて、我が国のイノベーション・エコ

システム（注）の構築を目指し、大学ファンドの創設に向けた取組を進める。 

注 生態系システムのように、それぞれのプレーヤーが相互に関与して、自律的にイノベーション創出を加

速するシステム。 

II. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．業務の合理化・効率化 

１．１．経費の合理化・効率化 

１．２．人件費の適正化 

１．３．保有資産の見直し 

１．４．調達の合理化及び契約の適正化 

III. 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．予算、収支計画及び資金計画 

２． 短期借入金の限度額 

３． 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関

する計画 

４． 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

５． 剰余金の使途 

IV. その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．内部統制の充実・強化 

１．１．統制環境及び統制活動. 

１．２．リスク管理及びモニタリング 

１．３．情報と伝達及び ICT への対応 

１．４．その他行政等のために必要な業務 

２．施設及び設備に関する事項 

３．人事に関する事項 

４．中長期目標期間を超える債務負担 

５．積立金の使途 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

（１）ガバナンスの状況 

① 主務大臣 

機構に係る通則法における主務大臣は、文部科学大臣とされています。 

 

② ガバナンス体制 

機構のガバナンスの体制図は次頁のとおりです。 

主務大臣に任命される理事長は、主務大臣が定める中長期目標等の指示に基づき業務を執行

しています。毎年度主務大臣の評価を受けると共に、主務大臣が任命する監事による監査及び

主務大臣が選任する会計監査人の会計監査を受けています。また国際的かつ多様な視点から機

構の業務運営について意見・提案を得るため、海外も含めた外部有識者で構成される運営会議

を開催しています。 

機構業務の有効性及び効率性の確保、事業活動に関する法令等の遵守等のため、内部統制体

制を整備・運用しています。具体的には、役職員の職務の執行が法令・規程等に適合すること

を確保するための体制として、内部統制の推進を図るため内部統制推進委員会を設置するほか、

機構に内在するリスク因子の把握及び発生原因の分析・評価、リスク管理のモニタリング等を

行うためリスク管理委員会を設置しています。また役職員が機構の公共的使命と社会的責任を

自覚し、常に法令等を遵守し、公正な業務の遂行を推進するため、コンプライアンス推進委員

会を設置しています。 

役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、経営に係る重要

事項を審議するための理事会議、業務の基本的運営方針及び予算に関する事項を審議するため

の業務及び予算に関する会議を設置しています。また入札及び契約手続き等に関して、透明性

の確保及び公正な競争の推進並びに調達等の合理化に積極的に取り組むため、監事及び外部有

識者から構成される契約監視委員会を設置しています。 

このほか機構の事業及び業務が ICT に大きく依存していることに鑑み、情報化統括責任者

（CIO）を任命し、事業及び業務の効果的かつ効率的な運営に資するICTの利用及び統制の推進

を行っています。さらに継続的な情報セキュリティの確保を実現し機構の事業活動を正常かつ

円滑に行うため、最高情報セキュリティ責任者（CISO）を任命し、情報セキュリティ対策の推

進・管理体制を整備するなど、ITガバナンスの適正な運用と監視を行っています。 

また新型コロナウイルス感染症対策として感染症対策本部を設置し、情報の収集並びに対策

の立案、実施及び推進や業務継続の可否判断、機構業務に従事する者の安全確保等を行ってい

ます。 

 なお、大学ファンドに関しては、運用業務担当理事を任命し、「資金運用本部」、「運用リスク

管理部」及び「監査部」を新規に設置しました。これにより、「投資部門（第1線）＝資金運用

本部」と「リスク管理部門（第2線）＝運用リスク管理部」が業務運営上の牽制関係を構築し、

さらに独立した「内部監査部門（第3線）＝監査部」がこれらを監査することにより、三線防

衛によるリスク管理を行い、適切に内部統制を運用しています。また、文部科学大臣が任命す

る委員によって構成された運用・監視委員会や、運用リスク管理委員会による委員会体制を構

築することで、ガバナンス体制の強化を図っています。 
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③内部統制の推進に係る基本方針 

平成30年に内部統制の推進に係る基本方針を制定し、未来共創イノベーションを先導する

使命を有効かつ効率的に果たすため、機構の業務の適正を確保するための体制（内部統制シ

ステム）の推進に係る基本方針を以下の通り整備しています。 

 

１．役職員の職務の執行が法令・規程等に適合することを確保するための体制 

（１） 倫理及びコンプライアンス関係規程の策定及び周知による内部統制環境の整備 

（２） 倫理観が共有される環境の整備 

（３） 通報者保護に基づく通報窓口の設置 

２．役職員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１） 文書及び情報関連規程の策定及び周知による内部統制環境の整備 

（２） 情報システム等におけるセキュリティ対策のための環境整備 

（３） 情報システムにおける適切な情報管理のための環境整備 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） 業務フローの認識と明確化のための環境の整備 

（２） リスク評価とリスク低減のための環境の整備 

（３） 危機管理・内部統制情報が経営層に報告される環境の整備 

４．役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１） 理事長の意向や姿勢が反映される環境の整備 

（２） 業務分担の明確化 

（３） 情報伝達のための環境の整備 

（４） 公開すべき情報が WEB 公開される環境の整備 

（５） 成果の最大化と業務の効率化のための情報システム環境の整備 

５．業務の適正を確保するための体制 

（１） 内部統制推進部門及び内部統制担当役員によるモニタリングのための環境の整備 

（２） 業務遂行の決裁プロセスに係るチェックシステムの整備 

（３） 牽制機能の確保 

６．監事への報告に関する体制及び監事の監査が実効的に行われることを確保するため 

の体制 

（１） 監事によるモニタリングのための環境の整備 

 

詳細につきましては、内部統制の推進に係る基本方針及び業務方法書をご覧ください。 

内部統制の推進に係る基本方針

（https://www.jst.go.jp/pr/intro/johokokai/pdf/naibutousei_suishin.pdf） 

業務方法書（https://www.jst.go.jp/announce/gyouhou/index.html） 
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（２）役員等の状況 

① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 （令和４年３月31日現在） 
役職 氏名 任期 担当 主要経歴 

理事長 濵口 道成 平成29年4月1

日～令和 4 年 3

月31日 

 昭和55年3月 名古屋大学大学院医学研究科博士課程 

              修了 医学博士 

昭和55年4月 名古屋大学医学部附属癌研究施設助手 

昭和60年9月 米国ロックフェラー大学分子腫瘍学講 

座研究員（昭和63年8月まで） 

平成5年12月 名古屋大学医学部附属病態制御研究施 

設教授 

平成 9年 7月  同 アイソトープ総合センター分館長 

平成15年4月  同大学院医学系研究科附属神経疾患・ 

腫瘍分子医学研究センター 教授 

平成17年4月  国立大学法人名古屋大学大学院医学系 

研究科長・医学部長 

平成21年4月  同 総長 

平成27年4月  同 総長顧問 

平成27年9月  同 退職 

理事 塩崎 正晴 令和3年10月1

日～令和 4 年 3

月31日 

（総括担当） 

経営企画部(さくら

サイエンスプログラ

ム推進本部及び持続

可能な社会推進室を

除く。）、「科学と社

会」推進部、戦略研究

推進部創発的研究支

援事業推進室、研究

開発戦略センター、

低炭素社会戦略セン

ター、社会技術研究

開発センター、科学

技術プログラム推進

部、科学技術イノベ

ーション人材育成

部、理数学習推進部、

日本科学未来館 

平成 3年 3月 東北大学大学院工学研究科修士課程修了 

平成 3年 4月 科学技術庁入庁 

平成25年7月 文部科学省文部科学戦略官 

平成26年7月 同 初等中等教育局参事官（学校運営支援担 

当） 

平成28年6月 同 科学技術・学術政策局人材政策課長 

平成30年4月 同 高等教育局学生留学生課長 

令和元年 7月  同 大臣官房政策課長 

令和 2年8月  同 大臣官房審議官（研究振興局及び高等教 

育政策連携担当） 

令和 3年9月  同 辞職（役員出向） 

運用業

務担当

理事 

喜田 昌和 令和3年6月 1

日～令和 4 年 3

月31日 

資金運用本部 平成 4年 3月 京都大学経済学部経済学科卒 

平成 4年 4月 農林中央金庫入庫 

平成18年 7月 同 開発投資部部長代理 

平成19年 7月 同 投融資企画部部長代理 

平成21年 7月 同 債券投資部部長代理 

平成24年 7月 同 企画管理部部長代理 

平成25年 7月 同 企画管理部副部長 

平成28年 6月 同 審査部部長 

平成29年 7月 同 オルタナティブ投資部長 

平成31年 4月 同 常務執行役員 

令和3年5月 同 退職 
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役職 氏名 任期 担当 主要経歴 

理事 甲田 彰 平成 29 年 10 月

1日～令和4年3

月31日 

総務部、法務・コンプ

ライアンス部、人財

部、経理部、契約部、

ICT マネジメント

部、情報企画部、情報

基盤情報部、バイオ

サイエンスデータベ

ースセンター、資金

運用部、アジア総合

研究センター準備・

承継事業推進室 

昭和60年3月  東京大学工学部計数工学科卒 

昭和60年4月  東京海上火災保険株式会社 

平成14年7月  科学技術振興事業団 

平成16年1月  独立行政法人科学技術振興機構 

戦略的創造事業本部特別プロジェクト 

推進室（特定領域担当）調査役 

平成21年4月  同 経営企画部（戦略企画担当）調査役 

平成23年4月  同 人財部長 

平成27年9月  同 退職 

理事 白木澤 佳子 平成29 年 10 月

1日～令和4年3

月31日 

経営企画部持続可能

な社会推進室、国際

部、産学連携展開部、

イノベーション拠点

推進部、産学共同開

発部、挑戦的研究開

発プログラム部、知

的財産マネジメント

推進部 

昭和60年3月  東北大学理学部生物学科卒 

昭和62年4月  日本科学技術情報センター 

平成23年4月  独立行政法人科学技術振興機構  

イノベーション推進本部バイオサイエ 

ンスデータベースセンター企画運営室  

室長 

平成26年4月  同 産学基礎基盤推進部 部長 

平成27年4月  国立研究開発法人科学技術振興 

機構イノベーション拠点推進部 部長 

平成27年9月  同 退職 

理事 金子 博之 令和 3 年 10 月 1

日～令和 4 年 3

月31 日 

未来創造研究開発推

進部、戦略研究推進

部(創発的研究支援

事業推進室を除く)

及び研究プロジェク

ト推進部 

昭和63年 3月 東京大学工学部電気工学科卒 

昭和63年 4月 三菱電機株式会社 

平成 8年 3月  マサチューセッツ州立大学大学院 

コンピューターサイエンス学科修士課程 

修了 

平成12年10月 科学技術振興事業団 

平成27年10月 国立研究開発法人科学技術振興機構人財  

部長 

平成28年 4月 同 産学連携展開 部長 

平成30年 4月 同 戦略研究推進 部長 

令和3年9月  同 退職 

監事 石正 茂 平成29年8月1

日～令和 3 事業

年度の財務諸表

承認日まで 

 昭和55年3月  神戸大学理学部地球科学科卒 

昭和55年4月  日本科学技術情報センター 

平成20年4月  独立行政法人科学技術振興機構 

研究開発戦略センター戦略推進室 

室長 

平成24年4月  同 戦略研究推進部 部長 

平成26年3月  同 革新的研究開発推進室 室長 

平成27年9月  同 退職 

監事 

（非常

勤） 

德永 良 平成29年8月1

日～令和 3 事業

年度の財務諸表

承認日まで 

 昭和47年3月  慶應義塾大学法学部法律学科卒 

昭和47年4月  三菱電機株式会社 

平成18年4月  同 常務執行役法務部長（監査、渉外、輸出

管理、知的財産担当） 

平成20年4月  同 上席常務執行役法務部長（監査、渉 

外担当） 

平成22年4月  同 顧問 

平成27年4月  同 社友 
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② 科学技術振興機構運営会議委員および外国人有識者    令和３年度開催時点（令和３年10月） 

科学技術振興機構運営会議委員 

氏名 所属 

新井 紀子 国立情報学研究所 社会共有知研究センター センター長・教授 

川端 和重 新潟大学 理事・副学長 

榊 裕之 トヨタ学園 フェロー 

菅 裕明 東京大学 大学院理学系研究科化学専攻 教授 

辻 篤子 科学ジャーナリスト、中部大学 学術推進機構 特任教授 

土屋 定之 広島県公立大学法人 理事長 

西口 尚宏 一般社団法人Japan Innovation Network 代表理事 

渡辺 捷昭 前 トヨタ自動車株式会社 社長 

 

Special Committee Members 

氏名 所属 

Deborah L. 

WINCE-SMITH 

President & CEO, Global Federation of Council on Competitiveness, USA 

Lim Chuan Poh Chairman, Singapore Food Agency, Singapore 

Matthias KLEINER President, Leibniz Association, Germany 

Mona NEMER Chief Science Advisor of Canada, Canada 

Nicholas B. Dirks President and Chief Executive Officer, New York Academy of Sciences, USA 

Ray O. JOHNSON Chief Executive Officer, Technology Innovation Institute 

Rush D. HOLT, Jr. Former Chief Executive Officer, American Association for the Advancement of 

Science (AAAS); former Member, U.S. House of Representatives, USA 

 

③ 会計監査人の名称  

有限責任監査法人トーマツ 

 

（３）職員の状況 

令和３年度末の常勤職員数は 1,357名（前事業年度末比 ＋84名、6.6％増）です。このうち

国等からの出向者は 11人、令和４年３月31日付での退職者は 90人となっています。このほ

か民間からの出向者(上記常勤職員数に含めていない)は117人となっています。また、定年制

職員の平均年齢は44.1歳（前事業年度末43.9歳） となっています。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

本部を埼玉県川口市に置くとともに、東京都千代田区に事務所、東京都江東区に日本科学未

来館があります。  
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（５）純資産の状況 

① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

国立研究開発法人科学技術振興機構の資本金は、令和３年度末で 1,319,589 百万円となっていま

す。当期増加額は、政府出資金の受け入れに伴う増資によるものです。 
    (単位：百万円) 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 708,095 613,600 2,117 1,319,579 

民間出資金 57 - 46 11 

資本金合計 708,152 613,600 2,163 1,319,589 

 

② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

  当期総利益 2,514 百万円のうち、中長期計画の剰余金の使途において定めた業務に充てるた

め、333百万円を目的積立金として申請しています。 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額の42百万円は、中長期計画の積立金の使途において定めた

業務に使用し取崩しています。  

 

（６）財源の状況 

① 財源の内訳 
  (単位：百万円) 

区分 金額 構成比率(％) 

運営費交付金 103,669 2.1% 

施設整備費補助金 207 0.0% 

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 0 0.0% 

持続可能開発目標達成支援事業費補助金 450 0.0% 

革新的研究開発推進基金補助金 69,600 1.4% 

創発的研究推進基金補助金 40,060 0.8% 

経済安全保障重要技術育成基金補助金 125,000 2.5% 

政府出資金 613,600 12.4% 

財政融資資金借入金 4,000,000 80.7% 

寄託金 0 0.0% 

自己収入 13 0.0% 

繰越金 3,995 0.1% 

受託等収入 669 0.0% 

合計 4,957,262 100.0% 

 

② 自己収入に関する説明 

 当法人の自己収入は13百万円で、その内訳は、知の創造と経済・社会的価値への転換における

開発費回収金3,488百万円、外国人宿舎等収入91百万円等、未来共創の推進と未来を創る人材の
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育成における日本科学未来館入場料等収入 165 百万円等の自己収入を得ています。文献情報提供

勘定では、科学技術情報売上高493百万円､その他の収益112百万円となっており、自己収入のみ

で事業運営を行っています。また、助成勘定における自己収入が△5,377百万円となっています。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

機構では、社会及び環境への配慮の取り組みとして、以下の事項を実施しています。 

① 環境への配慮に関する取り組み 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）第７条

第１項の規定に基づき、環境物品等の調達の推進を図るため、毎年度「グリーン購入JSTの方

針」を定め、環境への負荷の少ない物品等の調達を推進するとともに、同法第８条第１項の

規定に基づき、毎年度その実績を公表しています。 

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

グリーン購入JSTの方針（https://www.jst.go.jp/announce/choutatsu/green.html） 

グリーン購入推進実績の概要（https://www.jst.go.jp/announce/choutatsu/jisseki.html） 

 

・国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成 19 年

法律第56号）第８条第１項の規定に基づき、毎年度「温室効果ガス等の排出の削減に配慮した

契約の締結実績」の概要を公表しています。 

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

JSTの調達情報 調達方針・個別事項（ https://www.jst.go.jp/all/choutatsu/index.html ） 

 

・日本科学未来館では、東京都「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年

12月23日条例第215号）」（環境確保条例）に基づき、提出・公表が義務付けられている「地球

温暖化対策計画書」を作成しています。地域冷暖房を使用している「事業所」としての削減

義務を維持していくことを目標として、使用する照明設備のLED化、照明スケジュールの調整

による点灯時間の短縮や不要照明の消灯、水道使用量の削減を目的の一部とした衛生器具の

更新等、地球温暖化対策の推進に努めています。 

詳細につきましては、地球温暖化対策計画書をご覧ください。 

日本科学未来館 地球温暖化対策計画書 （https://www.miraikan.jst.go.jp/link/ondanka/） 

 

② 社会への配慮に関する取り組み 

・男女共同参画推進の取り組みの一環として、機構事業に参画する研究者に対する出産・子育

て・介護支援制度など研究者のライフイベントに配慮した取り組みを行っています。機構職員

が働きやすい環境をつくることによって、全ての職員がその能力を十分に発揮できることを目

指して、ワークライフバランス・柔軟な働き方に資する制度としてテレワーク（在宅勤務）の

導入、一部職員を対象としたフレックスタイム制度の試験的導入などを積極的に行っています。 

また前年度創設した、持続的な社会と未来に貢献する優れた研究などを行っている女性研究

者及びその活躍を推進している機関を表彰する「輝く女性研究者賞（ジュン アシダ賞）」の第

３回の実施、及び国際的に活躍が期待される若手女性研究者の表彰制度として「羽ばたく女性

研究者賞（マリア・スクウォドフスカ＝キュリー賞）」を創設し、研究開発プログラムへの女性
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研究者の参画を推進しています。 

詳細につきましては、下記サイトをご覧ください。 

JSTダイバーシティ推進（https://www.jst.go.jp/diversity/index.html） 

 

・国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律第

50号）第６条第１項の規定に基づき、毎年度「障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を

図るための方針」を定め、障害者就労施設等からの物品等の調達に努めています。また、同法

第7条第１項の規定に基づき、毎年度その実績を公表しています。 

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

JSTの調達情報 調達方針・個別事項（ https://www.jst.go.jp/all/choutatsu/index.html ） 

 

・官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）第５条第

１項の規定に基づき、毎年度「中小企業者に関する契約の方針」を定め、中小企業者・小規模

事業からの物品等の調達に努めています。 

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

令和３年度における国立研究開発法人科学技術振興機構の中小企業者に関する契約の方針 

（https://www.jst.go.jp/announce/choutatsu/pdf/c_housin.pdf） 

 

 

（８）その他源泉の状況 

持続可能な開発目標(SDGs）への科学技術イノベーションの貢献 

機構は、SDGs の達成に向けた活動に積極的に取り組むにあたり、「持続可能な開発目標の達

成に向けた科学技術イノベーションの貢献(STI for SDGs)に関するJSTの基本方針」を定め、

以下の３つの取り組みを通じて、我が国の STI for SDGs を牽引するとともに、未来共創社会

の実現に向けて国内外の新たなイノベーション・エコシステムの構築を推進しています。 

①広報・啓発活動の推進（SDGs for all, STI for All） 

②SDGs 達成に貢献するプログラムの実施（STI for SDGs） 

③SDGs の視点を踏まえた業務の推進（SDGs for STI） 

詳細につきましては、下記サイトをご覧ください。 

持続可能な開発目標(SDGs）への科学技術イノベーションの貢献 

（https://www.jst.go.jp/sdgs/index.html）  
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

（１）リスク管理の状況  

機構は、研究成果最大化に向け、海外も含めた外部有識者から構成される科学技術振興機構

運営会議において、国際的かつ多様な視点により機構の業務運営について助言を得ています。 

また業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ

の適切な対応を可能とする規程を整備しています（業務方法書第37条）。これに基づいて設置

しているリスク管理委員会においては、業務計画を立案し、リスク管理責任者等の推進体制の

モニタリング、各部室が行うリスク管理活動のモニタリングや機構勤務者への研修を行ってい

ます。加えて、適宜レビューを実施し、リスク情報及びリスク対策の共有化・標準化を図りな

がら、適切なPDCA サイクルを回すことにより、リスク管理を推進しています。具体的には、

実際に発生した事故等の情報を中心にリスク情報を収集、整理・分析し、それに基づいて業務

遂行上の課題を設定・管理することにより、内部統制をより一層推進する仕組みを整備し、管

理部門での運用を開始しています。このほか専門的事項について集中的に審議を行うため、リ

スク管理委員会の下に、研究不正等リスク分科会及び情報セキュリティ分科会を設置し、体制

の整備、充実を図っています。 

大学ファンドに関しては、内部統制を担当する理事等により構成される運用リスク管理委員

会において、運用リスク管理に関する必要事項を審議するとともに、これを文部科学大臣が任

命する者で構成される運用・監視委員会に審議、報告するなどガバナンス体制を構築し適切に

対応を進めています。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

機構では、業務運営上の課題・リスクを上記（１）の方針に基づき識別しています。機構を

取り巻く状況及び業務内容等を踏まえ、優先的に対応すべき課題・リスクを選定し、対応計画

の策定等を進めています。 

具体的には、「科学技術文献情報提供事業」、「出資型新事業創出支援プログラム」、「世界レベ

ルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設」の業務運営における課題・リスクを認識

し、対応を行っている他、下記のリスク管理活動を推進しています。 

 

【公正な研究活動の推進】 

機構は公的研究費の配分機関として、公正な研究活動を推進し、研究不正を未然に防止す

るため、研究機関における研究倫理教育が着実に実施されるよう、文部科学省や他の配分機

関と連携しつつ、研究倫理教育の普及・定着に向けた取り組みを行うとともに研究不正に対

して厳正に対処しています。  

 

【情報セキュリティ／ICTガバナンス】 

政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群を含む政府の情報セキュリティ対

策を踏まえ、CISOのもと体制を整備・維持し、複数年の情報セキュリティ対策推進計画の策定

と推進を行っています。毎年度、セキュリティ対策の実施状況の把握や情報セキュリティ監査

の実施を通じ、PDCAサイクルを回して改善を図っています。また、CISOのもとインシデント即
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応チーム（CSIRT）を常設化することで情報セキュリティインシデント対応の強化を図っていま

す。 

また法人全体の事業及び業務の運営に資するICTの利用及び統制を行うため、CIO主導でJST

全システムの保有リスクの可視化やリスクの顕在化防止等を行うスキームの構築、実際に生じ

たインシデント分析を含む開発運用の評価とフィードバックによる PDCA サイクルの構築、シ

ステム開発・運用に関する実践的な研修等を実施しています。 

 

   

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

業務方法書 (https://www.jst.go.jp/announce/gyouhou/index.html) 

機構の評価に関する情報 (https://www.jst.go.jp/announce/hyouka/index1.html） 
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９ 業績の適正な評価の前提情報  

令和３年度の機構の全体像を以下のとおり示します。 
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１０ 業務の成果と使用した資源との対比  

（１）自己評価 

令和３年度は、多くの顕著な成果の創出やその展開や、理事長のイニシアティブによる機構

の法人経営と研究開発事業の更なる連動性強化など、研究開発成果の最大化に向けて、ネット

ワーク型研究所としての総合力を発揮しました。各業務の具体的な取り組み結果と行政コスト

との関係の概要については次のとおりです。 

詳細につきましては、下記サイトをご覧ください。 

機構の評価に関する情報 （https://www.jst.go.jp/announce/hyouka/index1.html） 

 

令和３年度項目別評定一覧 

（単位：百万円） 

第４期中長期計画と主な指標等 
評定

（注） 
行政コスト 

I. 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 
- - 

１．未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 A 1,750 

１．１．先見性のある研究開発戦略の立案・提言 - - 

２．知の創造と経済・社会的価値への転換 A 127,347 

２．１．未来の産業創造と社会変革に向けた研究開発の推進 a - 

２．２．人材、知、資金の好循環システムの構築 a - 

２．３．国境を越えて人・組織の協働を促す国際共同研究・国際交

流・科学技術外交の推進 

a - 

２．４．情報基盤の強化 a - 

２．５．革新的新技術研究開発の推進 - - 

２．６．ムーンショット型研究開発の推進 a - 

２．７．創発型研究の推進 a - 

２．８．経済安全保障の観点からの先端的な重要技術に係る研究開

発の推進 

b - 

３．未来共創の推進と未来を創る人材の育成 A 8,596 

３．１．未来の共創に向けた社会との対話・協働の深化 a - 

３．２．未来を創る次世代イノベーション人材の重点的育成 a - 

３．３．イノベーションの創出に資する人材の育成 b - 

４.世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設 B 6,188 

II. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 B - 

III. 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 B - 

IV. その他主務省令で定める業務運営に関する事項 A - 
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当中長期目標期間における自己評価における過年度の総合評定の状況 

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

評定 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

（注） 評定区分 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」

に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」

に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

なお、研究開発に係る事務及び事業以外は、同基準の中期目標管理法人の規定を準用する。 

 

（２） 当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

評定 Ａ Ａ Ａ Ａ ― 

（注）評定区分 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」

に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」

に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」

に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」

に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。  
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１１ 予算と決算との対比  

 
   (単位：百万円) 

区分 予算額 決算額 差額理由 

収入      

運営費交付金 103,669 103,669 
 

施設整備費補助金 456 207 翌期への繰越による減 

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 2,547 - 翌期への繰越による減 

持続可能開発目標達成支援事業費補助金 - 450 前期からの繰越による増 

革新的研究開発推進基金補助金 69,600 69,600 
 

創発的研究推進基金補助金 40,060 40,060 
 

経済安全保障重要技術育成基金補助金 125,000 125,000  

政府出資金 613,600 613,600 
 

財政融資資金借入金 4,000,000 4,000,000  

寄託金 - - 
 

自己収入 2,206 13 資金運用損失による減 

繰越金 3,995 3,995 
 

受託等収入 117 669 国からの受託業務による増 

計 4,961,250 4,957,263 
 

支出 
   

一般管理費 1,243 1,184 
 

物件費 843 839 
 

公租公課 400 345 消費税納付額等による減 

業務経費 5,228,490 5,231,846 
 

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 3,091 3,378 
 

人件費 11,668 11,251 
 

施設整備費 456 163 翌期への繰越による減 

地域産学官連携科学技術振興事業費 2,547 - 翌期への繰越による減 

持続可能開発目標達成支援事業費 - 435 前期からの繰越による増 

受託等経費 117 533 国からの受託業務による増 

計 5,247,612 5,248,791 
 

 

詳細については、決算報告をご覧ください。 

決算報告書（https://www.jst.go.jp/announce/zaimu/pdf/03kessan.pdf） 
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１２ 財務諸表  

（１）貸借対照表 
   (単位：百万円) 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 384,491 流動負債 80,430 

現金及び預金(※1) 375,673 預り補助金等 74,684 

その他 8,817 引当金 597 

固定資産 5,212,738 その他 5,149 

有形固定資産 34,845 固定負債 4,315,290 

無形固定資産 6,636 長期借入金 4,000,000 

投資その他の資産 5,171,258 資産見返負債 10,127 

開発委託金 3,286 長期預り補助金等 296,750 

開発委託金回収債権 2,483 引当金 8,412 

貸倒引当金 △935 負債合計 4,395,720 

金銭の信託 5,118,633 純資産の部(※2) 金額 

その他 47,791 資本金 1,319,589   
政府出資金 1,319,579   
民間出資金 11   

資本剰余金 △57,282   
繰越欠損金 △75,799 

  その他有価証券評価差額金 15,000 

  純資産合計 1,201,509 

資産合計 5,597,229 負債・純資産合計 5,597,229 

 

（２）行政コスト計算書 

  (単位：百万円) 

  金額 

損益計算書上の費用 146,042 

経常費用(※3) 143,550 

臨時損失(※4) 2,465 

その他調整額(※5) 26 

その他行政コスト(※6) 917 

行政コスト合計 146,959 
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（３）損益計算書 
 (単位：百万円) 

  金額 

経常費用(※3) 143,550 

業務費 140,430 

一般管理費 3,038 

財務費用 80 

雑損 2 

経常収益 137,495 

運営費交付金収益等 135,294 

自己収入等 1,714 

その他 486 

臨時損失(※4) 2,465 

臨時利益 10,463 

その他調整額(※5) 26 

目的積立金取崩等 599 

当期総利益(△当期総

損失)(※7) 

2,514 

 

（４）純資産変動計算書 

         (単位：百万円) 

  
資本金 資本剰余金 利益剰余金(△

繰越欠損金) 

評価・換算差

額等 

純資産合計 

当期首残高 708,152 △56,489 △77,714 0 573,949 

当期変動額 611,437 △793 1,916 15,000 627,560 

その他行政コ

スト(※6) 

 
△917 

 
 △917 

当期総利益 

(△当期総損

失)(※7) 

  
2,514  2,514 

その他 611,437 124 △599 15,000 625,962 

当期末残高(※2) 1,319,589 △57,282 △75,799 15,000 1,201,509 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 
 (単位：百万円) 

  金額 

業務活動によるキャッシュ・フロー 211,019 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,797,845 

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,609,506 

資金にかかる換算差額 0 

資金増加額(又は減少額) 22,680 

資金期首残高 62,193 

資金期末残高(※8) 84,873 

 

(参考)資金期末残高と現金及び預金との関係 

  (単位：百万円) 

  金額 

資金期末残高(※8) 84,873 

定期預金 290,800 

現金及び預金(※1) 375,673 

 

詳細については、財務諸表をご覧ください。 

財務諸表（https://www.jst.go.jp/announce/zaimu/pdf/03jst.pdf） 
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１３ 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報  

（１）貸借対照表 

 当事業年度末現在の資産合計は5,597,229百万円と、前事業年度末比622.9%増となっています。

これは、令和３年度予算による長期借入金 4,000,000 百万円等により、金銭の信託の残高（令和

２年度決算「流動資産-金銭の信託」と令和３年度決算「投資その他の資産-金銭の信託」の比較）

が前事業年度末比11274.7%増加したことが主な要因です。 

  当事業年度末現在の負債合計は 4,395,720 百万円と、前事業年度末比 2094.7%増となってい

ます。これは、令和３年度補正予算による長期借入金 4,000,000 百万円等の計上により、固定負

債が前事業年度末比2850.4%増加したことが主な要因です。 

 当事業年度末現在の純資産合計は1,201,509百万円と、前事業年度末比109.3%増となっていま

す。これは、令和３年度補正予算による政府出資金に伴う増資によるものです。 

 

（２）行政コスト計算書 

 当事業年度の行政コストは146,959百万円となっています。 

 

（３）損益計算書 

 当事業年度の経常費用は143,550百万円と、前事業年度比34.8%増となっています。これは、革

新的研究開発推進業務勘定及び創発的研究推進業務勘定における研究委託費15,599百万円、及び

創発的研究推進業務勘定における助成金7,716百万円の計上により、業務費が前事業年度比35.9%

増となったことが主な要因です。 

 当事業年度の経常収益は137,495百万円と、前事業年度比28.5%増となっています。これは、経

常費用の増加に伴い、補助金等収益が前事業年度比867.6%増となったことが主な要因です。 

 

（４）純資産変動計算書 

 当事業年度の純資産は、政府出資金が613,600百万円増加した結果、1,201,509百万円となって

います。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

 当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 211,019 百万円と、前事業年度比 165,788

百万円の資金増となっています。これは、補助金等収入の増加201,753百万円が主な要因です。 

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△4,797,845 百万円と、前事業年度比

4,282,333 百万円の資金減となっています。これは､金銭の信託の増加による支出△5,109,100 百

万円が主な要因です。 

 当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 4,609,506 百万円と、前事業年度比

4,111,844百万円の資金増となっています。これは、長期借入れによる収入4,000,000百万円、及

び政府出資の受入れによる収入613,600百万円による資金増が主な要因です。 
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１４ 内部統制の運用に関する情報  

機構は、内部統制の運用に関して業務方法書に定めています。主な項目とその実施状況は次

のとおりです。 

 

①内部統制の運用と推進（業務方法書第 31条、第 36 条） 

業務の有効性及び効率性、事業活動に関する法令等の遵守のために行う内部統制の推進のた

めに内部統制推進委員会を設置し、内部統制の改善、内部統制システムの構築、推進方針の策

定等のための審議を行うこととしています。令和３年度においては、内部統制推進委員会を３

回（５月、11月、３月）開催し、令和２年度に策定した内部統制活動にかかる取り組み方針を

元に、令和３年度は令和元年度に可視化した内部統制の全体像リスト（機構の諸規程から抽出

された内部統制項目）や、リスク管理委員会において収集、整理・分析したリスク情報等を活

用し、管理部門で内部統制課題を抽出し、計画を策定して内部統制活動のPDCAサイクルを実施

しました。リスク管理を通じた内部統制をより効果的に推進するため、リスク管理と内部統制

の活動についてあらためて役割の再確認を行い、リスクの抽出・蓄積・評価をリスク管理推進

活動、リスクの解決推進・モニタリングを内部統制推進活動と整理することで両者を接合し、

内部統制システムの充実を図っています。 

また機構の役職員が機構の公共的使命と社会的責任を自覚するとともに、常に法令等を遵守

し、公正な業務の遂行を推進するため、コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライア

ンスに関する体制および推進計画、取り組みのモニタリング、公益通報および内部通報につい

ての運用状況に関することを審議しています。令和３年度は、リスク管理委員会と合同でコン

プライアンス推進委員会を３回（５月、11月、３月）開催し、コンプライアンス基本規則の遵

守及びこれを踏まえた取り組みの着実な実施に向け、コンプライアンスに係る研修・啓蒙・周

知徹底等を行っています。 

 

②予算の適正な配分（業務方法書第34条） 

運営費交付金を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制の整

備、及び評価結果を法人内部の予算配分等に活用する仕組みとして、理事長を議長とする「業

務及び予算に関する会議」を設置し、業務の実施計画及び予算に関することを審議しています。

また同会議の運営を円滑に行うため、理事全員を構成員とする執行管理部会を設置しています。

令和３年度においては、令和３年３月の業務及び予算に関する会議において令和３年度業務の

実施計画や予算編成に関する審議を行い、その結果を理事会議へ報告するとともに、期中に10

回の執行管理部会を開催し、予算執行状況を踏まえた調整や前年度決算の分析等を行なうこと

で予算の適正な配分に努めています。 

 

③リスク評価と対応（業務方法書第37条） 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価、当該リスクへの適切 

な対応を可能とする規程を整備し、リスク管理委員会を設置しています。令和３年度は、リス

ク管理委員会を３回（５月、11月、３月）開催し、蓄積したリスクの分析・評価を行うととも

に、管理部門がリスク管理体制の中心となり、協働して各事業部門のリスク対応やリスク予防

を適切にサポートする効果的なフレームワークの構築について調査・審議を行い、リスク管理



- 30 - 
 

の高度化を図っています。また、事件・事故等の発生時における、関係者への迅速な情報共有

や一元的なリスク情報の収集を行うため、リスク管理のガイドラインや報告フロー等について

整備を行いました。蓄積した事故等のリスク情報の整理・分析を行い、業務遂行上、解決すべ

きリスク要因の洗い出しを進めるとともに、事故等の再発防止に向けた事例集の取りまとめを

行いました。 

また大学ファンドにおいては、機構内部統制を担当する理事等により構成される、運用リス

ク管理委員会を設置し、運用リスク管理に関する必要事項を審議しています。 

 

④研究開発業務の評価及び不正防止（業務方法書第46条） 

研究開発業務の評価においては、「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」を踏

まえ、「事業に係る評価実施に関する規則」を整備し、研究開発実施事業における個々の研究開

発課題の特性に合わせ、評価目的や評価時期、評価の項目及び基準、評価者、評価手続きを定

め、評価を行い、事業の適切な実施及び改善を図っています。 

研究開発業務における不正防止については、国の指針や文部科学省「研究活動における不正

行為への対応等に関するガイドライン」および「研究機関における公的研究費の管理・監査の

ガイドライン」を踏まえ、「研究活動における不正行為等への対応に関する規則」を整備し、公

正な研究開発活動、研究費の適正な執行に努めています。令和３年度は、リスク管理委員会の

下に設置された研究不正等リスク分科会を３回（５月、10月、３月）開催し、不正防止に向け

た実施計画を策定するとともに事業担当者に対して、国のガイドライン改正動向、個別不正案

件、研究公正推進事業等に係る情報共有、意見交換等の横展開や研究公正推進事業の実施、個

別不正案件等へ厳正に対処するなど、研究開発業務の不正防止に積極的に取り組みました。 

 

⑤監事監査・内部監査（業務方法書第41条、42条） 

監事は、機構の業務について、中長期目標・中長期計画及び監事監査計画に沿って、理事長

による事業運営全般が適正かつ有効かつ効率的に行われているかについて、監査を行います。

監査の結果は、監事から定期的に理事長他役職員にフィードバックされており、監査結果を内

部統制の補強、業務改善に活かすよう努めています。 

機構では、理事長が内部監査部門に命じて、業務の運営における法令等の諸規定の準拠状況

や内部統制・リスク管理等の視点に基づき、内部監査を行わせ、その結果が理事長へ報告され

ています。実施した監査の結果については監事とも共有し、適切に連携するよう努めるととも

に、事業運営に効果的にフィードバックし、業務改善の定着・推進を支援する観点から、適宜

フォローアップを行っています。令和３年度においては、法令遵守、計画的・効率的な業務運

営、経済性及び有効性の観点などについて内部監査を実施して点検、確認するとともに、これ

ら監査結果を監事とも共有しつつ、業務改善が期待される事項を機構の各部室へ提示しました。

また、内部監査を通じて把握した好事例を機構内で横展開することにより、業務の標準化を促

すとともに、前年度の監査結果のフォローアップを行い、業務改善の定着・推進を図りました。 

 

⑥入札及び契約に関する事項（業務方法書第44条） 

入札及び契約に関する規定を整備し、監事及び外部有識者（学識経験者を含む。）から構成さ

れる契約監視委員会を設置しています。契約監視委員会においては、一者応札等の対象案件全

件についての自己点検結果を書面にて確認の上、その中から抽出した案件について個別に点
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検・審議を行うとともに、機構が策定した調達等合理化計画の点検を行っています。令和３年

度は、契約監視委員会を３回（６月、10月、３月）にZoomによるweb併用にて開催しました。 

 

⑦情報システムの整備と利用、情報セキュリティの確保及び個人情報保護（業務方法書第38条、

第40条） 

機構は、ICTの利用及び統制にかかる基本的事項を定めた「ICT利用・統制規程」や、情報セ

キュリティマネジメントの基本的事項を定めた「情報セキュリティ規程」のほか、個人情報の

取扱いに関する基本的事項を定めた「個人情報保護規則」を整備しています。法人全体の ICT

利用・統制については、機構全システムについて重要性やシステム品質の評価による可視化を

行い、最適化を目指すスキームの構築等に取り組んでいます。情報セキュリティについては、

リスク管理委員会の下に情報セキュリティ分科会を設置し、複数年の情報セキュリティ対策推

進計画に基づき、毎年度の実施状況の把握や情報セキュリティ監査の実施を通じ、PDCAサイク

ルによる改善を図っています。 

 

詳細につきましては、下記資料をご覧ください。 

業務方法書 (https://www.jst.go.jp/announce/gyouhou/index.html) 

機構の評価に関する情報 (https://www.jst.go.jp/announce/hyouka/index1.html） 
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１５ 法人の基本情報  

（１）沿革 

・1957年(昭和32年) 8月 日本科学技術情報センター法の施行により、日本における科学

技術情報に関する中核的機関として、政府及び産業界からの出

資金をもとに、東京都千代田区一番町の地に「日本科学技術情

報センター」(JICST) を創設。 

・1958年(昭和33年)10月 国産技術の委託開発業務を行うため、理化学研究所に開発部を

設置（東京都千代田区有楽町）。 

・1961年(昭和36年) 7月 理化学研究所開発部を廃止し、新技術開発事業団法の施行によ

り、東京都港区芝西久保桜川町の地に「新技術開発事業団」

(JRDC）が発足。 

・1966年(昭和41年) 5月 国からの現物出資を受け、東京都千代田区永田町の地にサイエ

ンスビルを竣工、JICST及びJRDCの事務所を移転。 

・1994年(平成 6年) 3月  首相官邸整備計画に基づく移転要請を受け、JRDCは事務所を埼

玉県川口市本町の地に移転。 

・1995年(平成 7年) 2月 首相官邸整備計画に基づく移転要請を受け、JICSTは東京都千代

田区四番町の地にサイエンスプラザを竣工し、事務所を移転。 

・1996年(平成 8年)10月  科学技術振興事業団法の施行により、JICSTとJRDCを統合し、

「科学技術振興事業団」(JST) が発足。 

・2003年(平成15年)10月  独立行政法人科学技術振興機構法の施行により、「独立行政法人

科学技術振興機構」(JST）が発足。 

・2015年(平成27年) 4月  独立行政法人通則法及び科学技術振興機構法の改正により、「国

立研究開発法人科学技術振興機構」（JST）に名称変更。 

 

（２）設立根拠法 

国立研究開発法人科学技術振興機構法（平成14年法律第158号） 

 

（３）主務大臣（主務省所管課等） 

文部科学大臣（文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課） 
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（４）組織体制  

令和４年3 月31 日時点 

経 営 企 画 部

持 続 可 能 な 社 会 推 進 室

エ ビ デ ン ス 分 析 室

さ く ら サ イ エ ン ス プ ロ グ ラ ム 推 進 本 部

総 務 部

法 務 ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 部

人 財 部

経 理 部

契 約 部

Ｉ Ｃ Ｔ マ ネ ジ メ ン ト 部

低 炭 素 社 会 戦 略 セ ン タ ー

ア ジ ア ・ 太 平 洋 総 合 研 究 セ ン タ ー

未 来 創 造 研 究 開 発 推 進 部

運 用 リ ス ク 管 理 部

監 査 部
国 際 部

「 科 学 と 社 会 」 推 進 部

研 究 開 発 戦 略 セ ン タ ー

社 会 技 術 研 究 開 発 セ ン タ ー

産 学 連 携 展 開 部

イ ノ ベ ー シ ョ ン 拠 点 推 進 部

戦 略 研 究 推 進 部

創 発 的 研 究 支 援 事 業 推 進 室

研 究 プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 部

知 的 財 産 マ ネ ジ メ ン ト 推 進 部

科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム 推 進 部

科 学 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン 人 材 育 成 部

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 室

産 学 共 同 開 発 部

起 業 支 援 室

挑 戦 的 研 究 開 発 プ ロ グ ラ ム 部

運 用 調 整 室

次 世 代 研 究 者 挑 戦 的 研 究 プ ロ グ ラ ム推 進室

情 報 企 画 部

情 報 基 盤 事 業 部

バ イ オ サ イ エ ン ス デ ー タ ベ ー ス セ ン タ ー

理事長

運用業務担当理事

理事
（4名）

監事
（2名）

資 金 運 用 室

理 数 学 習 推 進 部

日 本 科 学 未 来 館

資 金 運 用 本 部
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（５）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 

事務所名 所在地 

本 部 

東 京 本 部 

東 京 本 部 別 館 

日 本 科 学 未 来 館 

 

パ リ 事 務 所 

ワ シ ン ト ン 事 務 所 

シンガポール事務所 

北 京 事 務 所 

 

埼玉県川口市本町４－１－８ 川口センタービル 

東京都千代田区四番町５－３ サイエンスプラザ 

東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

東京都江東区青海２－３－６ 

 

28, rue de Berri, Paris, 75008, France 

2001 L Street NW, Suite 1050, Washington,D.C. 20036 U.S.A 

11 Biopolis Way, #07-12 Helios, Singapore 138667 

Beijing Fortune Bldg., No. 5, Dong San Huan Bei Lu, 

Chao Yang District, Beijing, 100004 China 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

関連会社の名称 科学技術振興機構との関係 

株式会社スリープウェル 出資事業による出資 

 

関連公益法人の名称 科学技術振興機構との関係 

公益財団法人全日本科学技術協会 地域の科学・技術・産業振興等に係る業務委託等 

公益社団法人科学技術国際交流センター 外国人研究者宿舎管理運営等に係る業務委託等 

(注)特定関連会社については該当無し 

 

詳細については、法人単位財務諸表の附属明細書をご覧ください。 

財務諸表に関する事項（https://www.jst.go.jp/announce/zaimu/zaimu.html） 
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（７）主要な財務データ（法人単位）の経年比較 
     (単位：百万円) 

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

資産 134,874 183,829 238,145 774,233 5,597,229 

負債 45,296 108,721 164,018 200,284 4,395,720 

純資産 89,578 75,108 74,127 573,949 1,201,509 

繰越欠損金 △ 73,602 △ 79,077 △ 78,573 △77,714 △75,799 

行政コスト - - 121,296 109,340 146,959 

経常費用 132,909 132,374 108,933 106,514 143,550 

経常収益 133,570 132,692 109,829 106,983 137,495 

当期総利益(△当

期総損失) 

729 △ 5,473 506 859 2,514 

業務活動によるキ

ャッシュ・フロー 

△ 8,393 74,628 55,079 45,230 211,019 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 

24,803 △ 78,756 △ 45,254 △515,512 △4,797,845 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 

△ 5,855 △ 8,615 △ 1,577 497,663 4,609,506 

資金期末残高 39,307 26,564 34,812 62,193 84,873 
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（８）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画 

①予算 

令和4年4月～令和5年3月 予算 

（総計） 

単位：百万円 

区別 金額 

収入 

運営費交付金 

革新的研究開発推進基金補助金 

創発的研究推進基金補助金 

科学技術振興機構債券 

財政融資資金借入金 

寄託金 

自己収入 

繰越金 

受託等収入 

計 

 

103,258 

2,960 

3,396 

20,000 

4,888,900 

100 

43,494 

2,533 

475 

5,065,116 

支出 

一般管理費 

物件費 

公租公課 

業務経費 

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 

人件費 

受託等経費 

計 

 

1,245 

852 

394 

5,088,021 

2,806 

12,625 

475 

5,105,172 

 

［注釈］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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②収支計画 

令和4年4月～令和5年3月 収支計画 

（総計） 

単位：百万円 

区別 金額 

費用の部 

経常費用 

一般管理費 

物件費 

公租公課 

業務経費 

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 

人件費 

受託等経費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

196,364 

195,957 

1,258 

864 

394 

176,806 

2,542 

13,038 

475 

1,837 

208 

199 

収益の部 

運営費交付金収益 

革新的研究開発推進基金補助金収益 

創発的研究推進基金補助金収益 

資金運用収益 

業務収入 

その他の収入 

受託等収入 

資産見返運営費交付金戻入 

資産見返施設費戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄付金戻入 

臨時利益 

純利益又は純損失（△） 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益又は総損失（△） 

275,568 

100,504 

39,903 

27,428 

6,691 

95,045 

787 

2,103 

475 

2,250 

183 

0 

199 

79,204 

0 

0 

79,204 

 

［注釈］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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③資金計画 

令和4年4月～令和5年3月 資金計画 

（総計） 

単位：百万円 

区別 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

5,344,484 

194,698 

5,058,529 

0 

91,257 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

革新的研究開発推進基金補助金による収入 

創発的研究推進基金補助金による収入 

業務収入 

運用寄託金収入 

利息・配当金の受取額 

その他の収入 

受託等収入 

投資活動による収入 

定期預金解約等による収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

5,344,484 

153,681 

103,255 

2,960 

3,396 

1,444 

100 

41,468 

583 

475 

153,769 

153,769 

4,908,900 

128,134 

 

［注釈］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

詳細につきましては、令和４年度計画をご覧ください。 

令和4年度計画(https://www.jst.go.jp/pr/intro/5th_period/r4plan.pdf) 
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１６ 参考情報 

（１）要約した法人単位財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現金及び預金：現金及び預金 

その他(流動資産)：有価証券、売掛金等 

有形固定資産：土地、建物、機械装置、工具器具備品等 

無形固定資産：工業所有権、工業所有権仮勘定、借地権、ソフトウェア等 

開発委託金：機構法第18条第１項第２号に規定する新技術の企業化開発のため企業等に委託し、

支出した金額 

開発委託金回収債権：新技術の企業化開発が成功した場合等の開発費の確定金額 

貸倒引当金：金銭債権の回収不能見積額 

金銭の信託：機構法第26条第3号に定める金銭の信託のうち、金融商品会計に関する実務指針

(平成12年 1月31日 日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号。以降の

改正を含む。)第 97 項に定める判断に基づき、信託財産構成物である債券を満期

保有目的債券と整理したもので償還までに一年を超えるもの及びその他の信託財

産構成物であって「投資その他の資産」として分類されるものの額 

その他(投資その他の資産)：投資有価証券、関係会社株式、敷金保証金等 

預り補助金等：受領した補助金等相当額の負債計上額 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもので、賞与引

当金、退職給付引当金が該当 

長期借入金：金銭消費貸借契約の返済期間が一年を超える借入金(機構法第33条の規定に基づく

借入金)及び機構法附則第 5 条の 3 に定める財政融資資金の借入金のうち償還日が

期末日翌日より一年を超えるもの 

資産見返負債：固定資産(償却資産等)の取得額のうち運営費交付金等に対応する額 

その他(固定負債)：長期預り補助金等 

政府出資金：政府より出資された政府出資金の累計額 

資本剰余金：資本金及び利益剰余金以外の資本の額 

繰越欠損金：当期末までの欠損金の累計額 

その他有価証券評価差額金：投資有価証券についての評価差額 

 

②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住民税及び事業税、法

人税等調整額 

その他行政コスト：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の減少

に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程度を表

すもの 

行政コスト：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を有す

るとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの

算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 
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③損益計算書 

業務費：業務に要した費用 

一般管理費：一般管理部門にかかる費用 

財務費用：為替差損等の経費 

運営費交付金収益等：国からの運営費交付金等のうち、当期の収益として認識した収益 

自己収入等：科学技術情報売上高、開発成果実施料収入、日本科学未来館入場料等収入、外国人

宿舎等収入等の収益 

その他（経常収益）：雑益等 

臨時損益：固定資産除却損、減損損失、固定資産売却損益等 

その他の調整額：法人税、住民税及び事業税、目的積立金取崩額等 

 

④純資産変動計算書 

当期末残高：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ･フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、運営費交付金

収入、業務収入、その他の経費支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ･フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に

係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却

等による収入・支出等が該当 

財務活動によるキャッシュ･フロー：リース債務の返済による支出、不要財産に係る国庫納付等

による支出等が該当 

資金にかかる換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

①ホームページ等 

【ホームページ】             【YouTube公式チャンネル】 

https://www.jst.go.jp/          https://www.youtube.com/user/jstchannel 

 

【Twitter公式アカウント】         【メールマガジン】 

https://twitter.com/JST_info       https://www.jst.go.jp/melmaga.html 

 

②パンフレット等 

https://www.jst.go.jp/all/about/pamphlet.html#outline 

【20周年記念誌】              【2021概要パンフレット】  
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③ オンラインジャーナル 

【JST News】                                    

https://www.jst.go.jp/pr/jst-news/index.html 

 

 

 

 

 

【産学官連携ジャーナル】           【デイリーウォッチャー】  

https://www.jst.go.jp/tt/journal/index.html    https://crds.jst.go.jp/dw/ 

 

 

 

 

 

④ ポータルサイト（JST情報提供サイト） 

【サイエンスポータル】 

https://scienceportal.jst.go.jp/ 

 

【科学技術情報プラットフォーム】          【SciencePortal Asia Pacific】 

https://jipsti.jst.go.jp/             https://spap.jst.go.jp/ 

 

 

 

 

 

【JREC-IN Portal】               【研究公正ポータル】 

https://jrecin.jst.go.jp/seek/SeekTop       https://www.jst.go.jp/kousei_p/ 
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